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【要約】 

■昨年の法改正により、上場会社は 2009 年前半まで（具体的な日付は未定）に株券ペーパーレス化

が実施されることが決まった。 

■本稿は、講演会での資料に、若干の説明を加えて、上場会社の株券ペーパーレス化について、その

概要・移行手続・留意事項を簡単にまとめたものである。 

 

【目次】 
１．概要 

 (1)上場会社の株券不発行制度の大枠 

 (2)株式振替制度と保管振替制度 

 (3)振替口座簿 

 (4)株式振替制度の下での新株発行 

 (5)株式振替制度の下での株式の譲渡等 

 (6)株主名簿の名義 

 (7)株主権の行使 

 (8)振替口座の情報請求 

 (9)善意取得 

 (10)消却義務 

 (11)超過記録の救済措置 

２．移行手続 

 (1)移行のスケジュール 

 (2)保振預託株券の移行手続 

 (3)いわゆるタンス株の移行手続 

 (4)一斉移行後の移行手続 

３．留意事項 

 (1)株主の留意事項①～保護預かり～ 

 (2)株主の留意事項②～失念株主～ 

 (3)発行会社の留意事項 

 (4)略式質権者の留意事項 

 

 

 



 

 (２／１２) 

 

１．概要 
(1)上場会社の株券不発行制度の大枠 

○上場会社の株券不発行制度の大枠をまとめると次のようになる。 

 

図表１　上場会社の株券不発行制度

（注）法律の文言上は、前倒しでの導入も可能だが、実際には一斉に移行する予定である。

法律公布後5年以内の政令指定日（注）移行時期

全ての上場会社対象会社

口座の質権欄に記録。質権者情報の発行会社への通知を求めな
い。

質権の設定（略式質）

口座の質権欄に記録。質権者情報の発行会社への通知を求める。質権の設定（登録質）

振替機関に発行会社への口座残高情報の通知を請求する。少数株主権の行使

原則、配当等の基準日に振替機関から総株主通知が行われ、その
通知に基づいて書き換えられる。

株主名簿の名義書換

株式振替制度による。具体的には、振替口座間の振替による。株式の譲渡

株式振替制度による。具体的には、振替口座の残高で確定する。株主の権利

 
 

(2)株式振替制度と保管振替制度 

○ペーパーレス化された上場株式の権利移転は株式振替制度によって行われる。 

○株式振替制度は、現行の保管振替制度との類似点も多い。しかし、券面の存在を前提とする現

行の保管振替制度と、完全に券面を廃止する株式振替制度とでは、大きく異なる点も多い。 

 

図表２　株式振替制度と保管振替制度

可券面交付不可（そもそも券面はない）

二層構造構造多層構造

機構名義

（株主名簿と実質株主名簿の
二重構造）

名義配当基準日等の

株主の名義

（株主総通知）

参加者全体で負担過大記録
の責任

有責機関の負担

（消却義務）

株券の集中保管

（不動化）

手法券面廃止

株主承諾分のみ対象全ての（上場）株式

保管振替制度株式振替制度
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(3)振替口座簿 

○株式振替制度の下では、券面が存在しない。そのため、株主の権利の帰属等は、振替口座簿の

記録により定まる。振替口座簿の特徴等をまとめると次のようになる。 

 

図表３　振替口座簿

権利の帰属は振替口座簿により定まる（振替法128①）

譲渡は、振替申請により、譲受人口座の保有欄に増加
の記録を受けなければ効力を生じない（振替法148）

振替口座簿の記載事項（振替法129）
① 口座開設者（加入者）の氏名・名称、住所

② 発行会社の商号・株式の種類（銘柄）

③ 銘柄ごとの数（質権分を除く）

④ 質権者の場合、その旨、質権の目的である株式の銘柄ごとの
数、そのうち株主ごとの数、株主の氏名・名称、住所

⑤ 信託の場合、その旨、③④のうち信託財産であるものの数

⑥ 前記③④の数の増減、その数、記載日

⑦ その他政令で定める事項

 
 

(4)株式振替制度の下での新株発行 

○株式振替制度の下では、新株発行も振替口座の残高の増加という形で行われる。概略を図示す

ると次のようになる。 

 

図表４　振替口座と新株発行

【A社の発行する新株100株をXが取得した場合】

発行会社 A
振替機関

新株の申込人　X
口座管理機関　

口座管理機関　甲

顧客口座
+100株

自
己

口
座

加入者X

＋100株振替口座の開設

株
式
の
申
込
み
、
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替
口
座
の
通
知

株主、振替口座、
株数などの通知
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通
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項
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ち
、
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要
事
項
を
通
知
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(5)株式振替制度の下での株式の譲渡等 

○株式振替制度の下では、株式の譲渡等は振替口座間の振替手続で処理される。 

○大まかな流れを示すと次のようになる。 

 

図表５　振替口座と振替手続

振替機関

加入者A 口座管理機関　甲 口座管理機関　乙 機関口座

加
入
者　

Ｆ

口座管理機関　甲

加入者Ｂ 加入者Ｃ 加入者Ｄ 加入者Ｅ 口座管理機関　丙

口座管理機関　乙

口座管理機関　丙

加入者Ｆ 加入者Ｇ

自
己

口
座

自
己

口
座

顧客口座
－100株

－100株

加
入
者　

Ｂ

顧客口座
+100株

自
己

口
座

顧客口座
+100株

＋100株

【BからFに100株譲渡した場合の振替手続の流れ】

 
 

(6)株主名簿の名義 

○株式振替制度の下では権利の帰属は、株主名簿ではなく、振替口座簿によって確定する。 

○株主名簿は、配当等の期日ごとの通知に従って名義変更が行われる。 

 

図表６　総株主通知と株主名簿

株主名簿の名義書換の特例（振替法160）：
発行会社の株主名簿は、振替機関からの「総株主通知」
があった場合に、その通知内容に基づいて名義書換を
行う。

総株主通知が行われるのは次の場合。

配当等の基準日における総株主通知（振替法159①）
発行会社からの通知請求による総株主通知（振替法
159⑧、正当な理由と費用負担が要件）
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(7)株主権の行使 

○前記(6)のように株主名簿の名義は、配当等の期日ごとにしか原則として書き換えられない。 

○そこで、株主が株主権を行使する場合には、口座を開設している証券会社などを通じて、自分

が現時点で株主であることを通知してもらう必要がある。 

○その大まかな流れを示すと次のようになる。 

 

図表７　株主権行使のための株主通知

振替機関 発行会社

口座管理機関

株主

株主情報確認

株主通知

通
知
の
申
出

権利行使

少数株主権の行使（振替法162）：
　①直近上位機関に通知の申出
　②株主情報の通知
　③通知後一定期間内に権利行使

 
 

(8)振替口座の情報請求 

○株券がペーパーレス化されれば、券面が存在しないため、株主は自分の権利を証明することが

難しい。そこで、株主は自分の口座を開いた証券会社等を通じて、証明書発行を請求できる。 

 

図表８　振替口座の情報請求

情報請求（振替法299） ：
自己の口座の記録事項を証明した書面（電子媒体も可）
の交付請求

振替口座の情報請求
直近上位機関に対して行う。

費用負担。

本人だけでなく利害関係を有する者も正当な理由が
あれば請求可能。
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(9)善意取得 

○株券（券面）の交付と同様に、振替口座間の振替についても、善意取得が認められる。 

○下の例で言えば、単に誤記録で残高が増えただけのＣは、振替申請に基づく口座振替が行われ

た訳ではないので、権利を取得することはない。しかし、そのＣから株式を取得したＤは、善

意・無重過失であれば、振替を受けた株式の権利を正当に取得する。 

図表９　善意取得

振替機関

甲　口座 乙　口座

口座管理機関　甲

自己口座
顧客口座

10,000株　⇒　9,000株
自己口座

顧客口座

10,000株　⇒　11,000株

Ａ　口座
4,000株

Ｂ　口座
6,000株　⇒　5,000株

口座管理機関　乙

Ｃ　口座
2,000株　⇒　12,000株　⇒　0株

Ｄ　口座
7,000株　⇒　19,000株

Ｅ　口座
1,000株

誤記録・過大記載 善意取得

善意取得（振替法152） ：
悪意又は重大な過失がない限り、振替申請により口座の増額の記
録を受けた加入者はその株式の権利を取得

 
 

 

(10)消却義務 

○前記(9)のような誤記録による善意取得が生じた場合、本来の発行済株式数よりも多数の株式

が流通してしまうこととなる。そのため、責任を負うべき証券会社等は、消却義務を果たして、

流通する株式数を本来の発行済株式数まで減らさなければならない。 

図表10　消却義務

振替機関

甲　口座 乙　口座

口座管理機関　甲

自己口座

10,000株　⇒　5,000株

顧客口座

9,000株　⇒　5,000株

自己口座

0株　⇒　9,000株　⇒　0株

顧客口座

11,000株　⇒　20,000株

Ａ　口座
4,000株　⇒　0株

Ｂ　口座
5,000株

口座管理機関　乙

Ｃ　口座
0株

Ｄ　口座
19,000株

Ｅ　口座
1,000株

超過数相当分の取得 権利放棄

消却義務（振替法154） ：
超過数相当分の株式を自己勘定で取得し、発行者に対して権利
の全部を放棄する旨の意思表示をしなければならない。
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(11)超過記録の救済措置 

○前記(10)の消却義務が果たされないまま配当・議決権等の基準日を迎えてしまった場合、消却

義務を負った証券会社等の顧客（株主）の権利は縮減されてしまう。 

○そうした株主を保護するため、次のような救済措置が設けられている。 

図表11　超過記録の救済措置

超過記録の取扱い（振替法155①、156①）：
超過記録が解消するまでは、株主権は（発行会社に対し
て）縮減される。

救済措置
端数の議決権行使の許容（振替法161）
総株主通知後、２週間以内に解消なら、超過記録は
生じなかったものとされる（振替法155③、156③）
超過記録解消のための簡易手続による自己株式譲
渡（振替法153⑥、154⑥）
少数株主権等の継続保有要件の特例（振替法155④、
156④）

 
 

 

２．上場会社の株券ペーパーレス化移行手続 
 

(1)移行のスケジュール 

○上場会社の株券ペーパーレス化の移行スケジュールをまとめると次のようになる。 

図表12　移行のスケジュール

（注）上記の表は、現行の保振が、新制度の下でも振替機関となることを想定している。

みなし定款変更（発行会社）

実質株主通知と株主名簿の名義書換（発行会社、保振）

自動転記（保振、証券会社）

特別口座の開設（発行会社等）

一斉移行日

略式質権者からの株主名簿記載申請（質権者、発行会社）

保振預託株券の交付不可（株主、保振）

２週間～前日

株券不発行の公告（発行会社、特別口座に関する公告があれ
ば不要）

２週間前

質権者・証券会社による保振預託の特例１ヶ月～２週間前

新制度についての振替機関の同意（発行会社、保振）

特別口座に関する公告（発行会社）

１ヶ月前

 （追記）なお、法律上は必ずしも明確ではないが、「質権者による保振預託の特例」は「特別口座に関する公告」

と、「略式質権者からの株主名簿記載申請」は「株券不発行の公告」と関連した制度と解されているようである。
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(2)保振預託株券の移行手続 

○予め、保管振替制度で預託されている株券は、原則として、自動的に新しい株式振替制度に移

行する。 

図表13　保振預託株券の移行手続

発行会社

株主名簿

株主

特
別
な
手
続
は
不
要

証券会社等

従来の保振の
顧客口座簿

新制度の振替
口座簿

振替機関

従来の保振の
参加者口座簿

新制度の振替
口座簿

振替機関の通知に
基づき、株主名簿
の名義書換（従来
は機構名義）

保振預託株券は、そのまま新制度に移行。

そのまま転記

そのまま転記

 
 

 

(3)いわゆるタンス株の移行手続 

○予め、保管振替制度で預託されていない株券、いわゆるタンス株は、一旦、発行会社が指定す

る信託銀行等に開設される「特別口座」で権利保全される。 

○「特別口座」で管理されている株式は、振替が制限されるため、売却・贈与などを行うために

は、別途証券会社等に開設した「振替口座」に移管手続を行わなければならない。 

図表14　いわゆるタンス株の移行

発行会社

株主名簿

株主

信託銀行など

特別口座

証券会社など

振替口座

振替機関

株主名簿に基づいて株
主のための特別の口座
を開設して権利を保全

あらかじめ株主名簿の名義書換
がなされていることが前提

権利の保全のみ
取引に利用不可

売却のためには、別途開設した
口座への移管手続が必要

タンス株は、「特別口座」で権利を保全

売買には、別途、「振替口座」の開設が必要
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(4)一斉移行後の移行手続 

○一斉移行日以後に新規上場などで株式振替制度に移行する手続きは、次のようになる。 

図表15　一斉移行後の移行手続（参考）

発行会社 A
振替機関

株主　X
口座管理機関　

口座管理機関　甲

顧客口座
+100株

自
己

口
座

加入者X

＋100株振替口座の開設

振
替
口
座
の
通
知

株主、振替口座、
株数などの通知

発
行
会
社
か
ら
の

通
知
事
項
の
う
ち
、

必
要
事
項
を
通
知

株主は、利用する振替口座を事前に発行会社に通知

通知がない株主については「特別口座」を開設

振
替
制
度
の
利
用
通
知
、

振
替
口
座
の
通
知
要
請

な
ど

 
 

 

３．留意事項 
(1)株主の留意事項①～保護預かり～ 

○証券会社に「券面」が保護預かりされている場合も、基本的には「タンス株」と同様に取扱わ

れる（図表 14）。 

○ただ、保護預かりを行っている証券会社の判断で、事前に保管振替制度に預託できる特例も設

けられている（下記図表 16）。 

図表16　株主の留意事項①
～保護預かり～

原則として、タンス株と同じ扱い

ただし、移行日の１ヶ月前から２週間の日の前日までは
次の特例措置が認められる（附則11）。

証券保管振替機構

証券会社など

株券
顧客

保護預かり

証券会社の判断で
保振預託

遅滞なく、保振預託
した旨の通知
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(2)株主の留意事項②～失念株主～ 

○タンス株について、名義書換を忘れたまま株券ペーパーレス化が行われると、その株主（失念

株主）ではなく、株主名簿上の名義株主の名前で特別口座が開設されてしまう。 

○こうした場合、失念株主は速やかに下記のような救済措置のために手続を行う必要がある。 

 

図表17　株主の留意事項②
～失念株主の救済措置～

次の場合は、失念株主の救済措置がとられる。
失念株主と名義株主が共同請求

執行力ある判決等を添付して請求

利害関係者の利益を害するおそれがない場合（主務省令指定）

発行会社

株主名簿

名義株主A失念株主B
信託銀行など

A名義
口座

B名義
口座

①株主名簿に基づいて名義株
主のための特別の口座を開設

②名義株主との
共同請求など

③失念株主のための特別口座を
開設し、権利を保全

 
 

○仮に、救済措置のための手続が間に合わなかった場合、次のように善意取得が発生して、失念

株主は、権利を失う危険性がある。 

 

図表18　株主の留意事項②
～失念株主と善意取得～

救済措置の手続前に善意取得が発生すれば、失念株
主は権利を失う危険性がある。

発行会社

株主名簿

名義株主A失念株主B

信託銀行など

A名義
口座①株主名簿に基づいて名義株

主のための特別の口座を開設

証券会社など
善意
取得

A名義
口座

②
移
管

③売却

 



 

 (１１／１２) 

 

 

(3)発行会社の留意事項 

○株券ペーパーレス化について、発行会社の留意点をまとめると次のようになるだろう。 

 

図表19　発行会社の留意事項

株券ペーパーレス化への移行に伴って、法律上、
発行会社に求められる主な手続
振替機関の同意

特別口座に関する公告

株主名簿の名義書換（実質株主名簿分）

特別口座の開設

失念株主への対応は？

「特別口座」が長期間存在する場合・・・費用は？

 
 

(4)略式質権者の留意点 

○株式振替制度の下では、「券面」が存在しないことから、質権設定も下記のような口座振替で

行う必要がある。 

 

図表20　質権者の留意事項①
～株式振替制度の下での質権設定～

振替機関・口座管理機関

Ａ口座

600株⇒500株

Ｂ口座

0株
質権欄

0株　⇒　100株

Ａ Ｂ
口座振替による質入

資金借入

株主Ａ：100株

質権設定（振替法149）：
質入は、振替申請により質権者がその口座における質権欄に増
加の記録を受けなければ効力を生じない。

 
 



 

 (１２／１２) 

 

○ただ、既存の略式質権者の場合、担保となっている株券が一斉移行日に無効となってしまうこ

とから、自分の質権に基づく権利を主張する根拠を失うこととなる。 

○そこで、次のように略式質権者が事前に保管振替制度に担保となっている株券を預託する特例

が設けられている。 

 

図表21　質権者の留意事項②
～既存の略式質権者の保護手続～

原則、質権者による保振預託は不可（保振法14③）
ただし、移行日の１ヶ月前から２週間の日の前日までは
質権者による保振預託が認められる（附則10）。

証券保管振替機構

証券会社など

株券

質権者

質権設定

質権者の資格で
保振預託

遅滞なく、保振預託
した旨の通知

株主

 
 

○この特例を利用しない限り、略式質権者は、株券ペーパーレス化後、改めて債務者（＝株主）

の協力を得て、図表 20 の振替による質権設定手続を行わなければ、質権を保全すること。 

 

 

 

 


